
法人の        等申告書 

                                     （提出用） 

 ※写：コピーで結構です。 

 宛 法  宛名番号 

処理事項              

 

注意 １ 太枠の内のみ記入してください。 

   ２ 該当する項目のみ○印をつけてください。 
申告日 ○○年○○月○○日 

 

 

 

安 城 市 長 

【１】 【２】 【３】 

設立 設置 異動 解散等 

 

 

 

 

 

【１】設立・設置(転入)事項 

本 店 所 在 地 

〒４４６－８５０１TEL(○○－○○○－○○○○) 
 
安城市○○町○○番地 
 

 
) 

フ リ ガ ナ カ）アンジヨウシヤクショ 

法 人 の 名 称 

 
（株）安城市役所 

 
法人番号 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フ リ ガ ナ アンジヨウ タロウ 

代 表 者 氏 名 安 城 太 郎   （※） 

この申告に応
答する担当者 

 
TEL(  －   －    ) 

 

設 立 年 月 日 S.H.R１０年９月２６日 
資本金又は 
出 資 金  １，０００，０００円 従

業
員 

市内事業所 全 体 

主 た る 

事 業 目 的 
輸送用機械器具製造業 事業年度 ４月１日～３月３１日 ５人 ２０人 

市 内 事 業 所等 

の名称・所在地 

(名称) 

屋号、○○営業所(支店) 

(所在地)〒446－8502     TEL△△－△△△ 

安城市□□町□□番地 □□ビル内 

(設置年月日) 

H３０年９月２６日 

法人税申告期限の延長の有無  無 ・ １ヵ月 ・ ２ヵ月 安城市外にある事業所等の有無 有 ・ 無 

申告書送付先 〒×××－×××× (本店所在地以外へ送付を希望する場合) 

関 与 税 理 士 安 城 次 郎         TEL（○○○○－○○○○－○○○○） 

【２】異 動 （ 変 更 ） 事 項 

異動項目 
(1)商号 (2)本店所在地(注) (3)支店等所在地(注) (4)申告書送付先 (5)代表者 (6)事業年度  

(7)事業目的  (8)資本金  (9)組織  (10)申告期限  (11)連結納税  (12)その他(            ) 

項目番号 異 動 年 月 日 異 動 ・ 変 更 後 異 動 ・ 変 更 前 

    年  月  日   

    年  月  日   

    年  月  日   

(注) 本、支店等の所在地の変更の場合：旧の本、支店等は事務所・事業所として（ 存続 ・ 廃止 ）する。 

【３】解 散 ・ 廃 止 事 項 

異動項目 (1)解散 (2)事業所の廃止 (3)清算結了 (4)合併 (5)その他（                   ） 

項目番号 異 動 年 月 日 解散・廃止等の理由 

    年  月  日  

備考 

 

添付書類 (1)登記簿謄本(写)又は履歴事項全部証明書(写) (2)定款(写) (3)合併契約書(写) (4)連結納税承認申請書(写) (5)その他(         ) 

設立・異動 

設置・解散 

受 付 

設立、設置等の記入例 

･市内に新規で法人を設立した場合 → 設立 

･市外に本店のある法人が市内に事業所等を設置した場合 → 設置 

国税庁長官が指定する

法人番号（13 桁）を 

記入してください。 

合併による被合併会社の事業所を継承す

る場合、合併契約書(写)の添付をお願いし

ます。また、分割による承継も分割契約書

（写）の添付をお願いします。 



法人の        等申告書 

                                     （提出用） 

 ※写：コピーで結構です。 

 宛 法  宛名番号 

処理事項              

 

注意 １ 太枠の内のみ記入してください。 

   ２ 該当する項目のみ○印をつけてください。 
申告日   年  月  日 

 

 

 

安 城 市 長 

【１】 【２】 【３】 

設立 設置 異動 解散等 

 

 

 

 

 

【１】設立・設置(転入)事項 

本 店 所 在 地 

〒４４６－８５０１TEL(○○－○○○－○○○○) 
 
安城市○○町○○番地 
 

 
) 

フ リ ガ ナ カ）アンジヨウシヤクショ 

法 人 の 名 称 

 
（株）安城市役所 

 
法人番号 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フ リ ガ ナ アンジヨウ タロウ 

代 表 者 氏 名 安 城 太 郎   （※） 

この申告に応
答する担当者 

 
TEL(  －   －    ) 

 （※）代表者が手書きしない場合、記名押印してください。 

設 立 年 月 日 S.H.R  年 月  日 
資本金又は 
出 資 金  円 従

業
員 

市内事業所 全 体 

主 た る 

事 業 目 的 
 事業年度 月 日～ 月 日 人 人 

市 内 事 業 所等 

の名称・所在地 

(名称) (所在地)〒  －          TEL   － (設置年月日) 

年  月  日 

法人税申告期限の延長の有無  無 ・ １ヵ月 ・ ２ヵ月 安城市外にある事業所等の有無 有 ・ 無 

申告書送付先 〒   － 

関 与 税 理 士 TEL（    －    －    ） 

【２】異 動 （ 変 更 ） 事 項 

異動項目 
(1)商号 (2)本店所在地(注) (3)支店等所在地(注) (4)申告書送付先 (5)代表者 (6)事業年度  

(7)事業目的  (8)資本金  (9)組織  (10)申告期限  (11)連結納税  (12)その他(            ) 

項目番号 異 動 年 月 日 異 動 ・ 変 更 後 異 動 ・ 変 更 前 

１ H３０年９月１日 （株）安城市役所 （株）安城町役場 

２ H３０年９月１日 刈谷市○○町○○番地 安城市△△町△△番地 

７ H３０年９月１日 ３月３１日 ８月３１日 

(注) 本、支店等の所在地の変更の場合：旧の本、支店等は事務所・事業所として（ 存続 ・ 廃止 ）する。 

【３】解 散 ・ 廃 止 事 項 

異動項目 (1)解散 (2)事業所の廃止 (3)清算結了 (4)合併 (5)その他（                   ） 

項目番号 異 動 年 月 日 解散・廃止等の理由 

 H  年  月  日  

備考 

 

添付書類 (1)登記簿謄本(写)又は履歴事項全部証明書(写) (2)定款(写) (3)合併契約書(写) (4)連結納税承認申請書(写) (5)その他(         ) 

設立・異動 

設置・解散 

異動等の記入例 

･法人の商号、代表、資本金額などに変更のあった場合 → 異動 

･所在地変更のうち、市外から本市へ異動される場合（転入）は 

[１]設置に○及び記入をお願いします。 

受 付 

定款に代えて株主総会議事

録(写)でも結構です。 

国税庁長官が指定する

法人番号（13 桁）を 

記入してください。 



法人の        等申告書 

                                     （提出用） 

 ※写：コピーで結構です。 

 宛 法  宛名番号 

処理事項              

 

注意 １ 太枠の内のみ記入してください。 

   ２ 該当する項目のみ○印をつけてください。 
申告日   年  月  日 

 

 

 

安 城 市 長 

【１】 【２】 【３】 

設立 設置 異動 解散等 

 

 

 

 

 

【１】設立・設置(転入)事項 

本 店 所 在 地 

〒４４６－８５０１TEL(○○－○○○－○○○○) 
 
安城市○○町○○番地 
 

 
) 

フ リ ガ ナ カ）アンジヨウシヤクショ 

法 人 の 名 称 

 
（株）安城市役所 

 
法人番号 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フ リ ガ ナ アンジヨウ タロウ 

代 表 者 氏 名 安 城 太 郎   （※） 

この申告に応
答する担当者 

 
TEL(  －   －    ) 

 

設 立 年 月 日 S.H  年  月  日 
資本金又は 
出 資 金  円 従

業
員 

市内事業所 全 体 

主 た る 

事 業 目 的 
 事業年度 月 日～ 月 日 人 人 

市 内 事 業 所等 

の名称・所在地 

(名称) (所在地)〒  －          TEL   － (設置年月日) 

年  月  日 

法人税申告期限の延長の有無  無 ・ １ヵ月 ・ ２ヵ月 安城市外にある事業所等の有無 有 ・ 無 

申告書送付先 〒   － 

関 与 税 理 士 TEL（    －    －    ） 

【２】異 動 （ 変 更 ） 事 項 

異動項目 
(1)商号 (2)本店所在地(注) (3)支店等所在地(注) (4)申告書送付先 (5)代表者 (6)事業年度  

(7)事業目的  (8)資本金  (9)組織  (10)申告期限  (11)連結納税  (12)その他(            ) 

項目番号 異 動 年 月 日 異 動 ・ 変 更 後 異 動 ・ 変 更 前 

    年  月  日   

    年  月  日   

    年  月  日   

(注) 本、支店等の所在地の変更の場合：旧の本、支店等は事務所・事業所として（ 存続 ・ 廃止 ）する。 

【３】解 散 ・ 廃 止 事 項 

異動項目 (1)解散 (2)事業所の廃止 (3)清算結了 (4)合併 (5)その他（                   ） 

項目番号 異 動 年 月 日 解散・廃止等の理由 

１ H３０年９月１日 解散：事業縮小のため 支店廃止：○○支店（○○町○○番地） 

備考 

 

添付書類 (1)登記簿謄本(写)又は履歴事項全部証明書(写) (2)定款(写) (3)合併契約書(写) (4)連結納税承認申請書(写) (5)その他(         ) 

設立・異動 

設置・解散 

受 付 

解散等の記入例 

･市外に本店のある法人が市内の事業所等を廃止した場合 → 事業所の廃止 

･市内の法人を解散した場合 → 解散 

･  〃   を清算結了した場合 → 清算結了 

･法人が合併し消滅する場合 → 合併（合併により解散、もしくは合併により廃止） 

 ※合併の記入例を参照してください。 

※被合併会社の事業所が継承される場合は、存続会社の事業所として別途設置届 

の提出をしてください。この場合でも、被合併会社からの解散(廃止)届は必要です。 

支店廃止の場合は登記簿謄本（写）又は履歴事項全部

証明書（写）の添付は不要です。 

国税庁長官が指定する

法人番号（13 桁）を 

記入してください。 



法人の        等申告書 

                                     （提出用） 

 ※写：コピーで結構です。 

 宛 法  宛名番号 

処理事項              

 

注意 １ 太枠の内のみ記入してください。 

   ２ 該当する項目のみ○印をつけてください。 
申告日   年  月  日 

 

 

 

安 城 市 長 

【１】 【２】 【３】 

設立 設置 異動 解散等 

 

 

 

 

 

【１】設立・設置(転入)事項 

本 店 所 在 地 

〒４４６－８５０１TEL(○○－○○○－○○○○) 
 
安城市○○町○○番地 
 

 
) 

フ リ ガ ナ カ）ガツペイガイシヤメイ(ヒガツペイガイシヤメイ) 

法 人 の 名 称 
合併会社名(被合併会社名) 

 
法人番号 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

フ リ ガ ナ アンジヨウ タロウ 

代 表 者 氏 名 安 城 太 郎   （※） 

この申告に応
答する担当者 

 
TEL(  －   －    ) 

                  （※）代表者が手書きしない場合、記名押印してください。 

設 立 年 月 日 S.H.R  年  月 日 
資本金又は 
出 資 金  円 従

業
員 

市内事業所 全 体 

主 た る 

事 業 目 的 
 事業年度 月 日～ 月 日 人 人 

市 内 事 業 所等 

の名称・所在地 

(名称) (所在地)〒  －          TEL   － (設置年月日) 

年  月  日 

法人税申告期限の延長の有無  無 ・ １ヵ月 ・ ２ヵ月 安城市外にある事業所等の有無 有 ・ 無 

申告書送付先 〒   － 

関 与 税 理 士 TEL（    －    －    ） 

【２】異 動 （ 変 更 ） 事 項 

異動項目 
(1)商号 (2)本店所在地(注) (3)支店等所在地(注) (4)申告書送付先 (5)代表者 (6)事業年度  

(7)事業目的  (8)資本金  (9)組織  (10)申告期限  (11)連結納税  (12)その他(            ) 

項目番号 異 動 年 月 日 異 動 ・ 変 更 後 異 動 ・ 変 更 前 

    年  月  日   

    年  月  日   

    年  月  日   

(注) 本、支店等の所在地の変更の場合：旧の本、支店等は事務所・事業所として（ 存続 ・ 廃止 ）する。 

【３】解 散 ・ 廃 止 事 項 

異動項目 (1)解散 (2)事業所の廃止 (3)清算結了 (4)合併 (5)その他（                   ） 

項目番号 異 動 年 月 日 解散・廃止等の理由 

４ H３０年１０月１日 合併により解散（廃止）  

備考 

 

添付書類 (1)登記簿謄本(写)又は履歴事項全部証明書(写) (2)定款(写) (3)合併契約書(写) (4)連結納税承認申請書(写) (5)その他(         ) 

設立・異動 

設置・解散 

受 付 

合併にかかる廃止の記入例 

合併の場合の記入例 

･法人が合併し消滅する場合 → 解散または廃止（異動事

由：合併） 

※被合併会社の事業所が継承される場合は、存続会社の

事業所として別途設置届の提出をしてください。この場合

でも、被合併会社からの解散(廃止)届は必要です。 

支店廃止の場合は添付不要です。市内本店の法

人の支店（事業所）が合併により消滅する場合は、

登記簿謄本(写)または履歴事項全部証明書（写）、

合併契約書(写)を添付してください。 

国税庁長官が指定する

法人番号（13 桁）を 

記入してください。 


